
保育園・こども園の経営に関するFAQ 

1. 保育士の人手不足にどのように対応すべきでしょうか？ 
回答： 保育士の人手不足対策には複数のアプローチが効果的です： 

● 処遇改善：給与水準の向上、賞与の充実、福利厚生の拡充など 
● 働きやすい環境づくり：ノー残業デーの設定、有給休暇取得の促進、業務効率化のため

のICT導入 
● キャリアパスの明確化：研修制度の充実、スキルアップ支援、資格取得助成 
● 採用チャネルの多様化：SNSの活用、保育士養成校との連携強化、潜在保育士へのア

プローチ 
● 職場の魅力発信：園の特色や理念をウェブサイトやSNSで積極的に発信 
● 柔軟な働き方の導入：短時間勤務、時差出勤、在宅業務（書類作成など）の検討 

人材確保は単なる採用活動だけでなく、定着率向上との両輪で取り組むことが重要です。 

2. 理事長の主な職務と専決事項にはどのようなものがあります
か？ 
回答： 理事長は法人の代表者として、以下の職務と専決事項を担います： 

主な職務： 

● 法人全体の経営方針・理念の策定と浸透 
● 理事会の招集・議長としての運営 
● 中長期経営計画の立案と実行管理 
● 行政機関や地域社会との対外的な折衝・連携 
● 園長への指導・監督 

専決事項（名古屋市・兵庫県社会福祉協議会のガイドラインを参考）: 

1. 組織・人事に関する事項: 
 

○ 職員の任免（施設長等の重要な人事を除く） 
○ 職員の昇給・昇格に関すること 
○ 職員の人事異動・配置に関すること 
○ 職員の出張命令及び復命に関すること 
○ 職員の時間外勤務命令に関すること 
○ 職員の服務に関する諸願いの許可または承認 

 

 



2. 会計・経理に関する事項: 
 

○ 予算執行に関する契約等: 
■ 工事又は製造の請負：250万円未満 
■ 食料品・物品等の買入れ：160万円未満 
■ 不動産の買入れ・借入れ：80万円未満 
■ 物件の借入れ：40万円未満 
■ 物件の売払い：30万円未満 
■ 不用品の売却：30万円未満 
■ 上記以外の契約：100万円未満 

○ 収入及び支出契約（寄付の受入れを含む）に関すること 
○ 予算流用に関すること（ただし軽微な流用に限る） 
○ 基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出で予算計上されてい

ない1件160万円未満のもの 
○ 運用財産（土地、建物、有価証券等）のうち、法人の経営に影響のない物品の取

得・処分 
○ 預金口座の開設に関すること 
○ 小口現金の出納に関すること 
○ 小口経費の支出に関すること 

3. 施設運営に関する事項: 
 

○ 入所者の日常の処遇に関すること 
○ 入所者の預り金に関すること 
○ 施設内外の諸会議に関すること 
○ 施設内の防火・安全管理に関すること 
○ 施設内の衛生管理に関すること 
○ 施設内の清掃・警備に関すること 

4. 文書・情報管理に関する事項: 
 

○ 定例または軽易な申請・届出・報告に関すること 
○ 文書の収受発送・保管・廃棄に関すること 
○ 情報公開に関すること（ただし軽易なものに限る） 
○ 公印の管守に関すること 

5. その他の事項: 
 

○ 理事会又は評議員会に付議する事項の決定 
○ 理事会又は評議員会で議決された事項の執行 
○ その他日常の業務に関すること 

理事長は日常業務を園長に委任しつつ、法人全体のガバナンスと将来ビジョンに責任を持つこと

が重要です。なお、理事長の専決事項の範囲については、法人の実情に応じて理事会で決定

し、明文化しておくことが必要です。理事長専決基準を超える契約等については、理事会の決議

が必要となります。 

 

 



3. 保育園での労務トラブルで多いケースとその予防策は？ 
回答： 保育園での主な労務トラブルと予防策には以下があります： 

よくある労務トラブル： 

1. 残業・サービス残業問題：保育準備や行事準備での時間外労働 
2. 有給休暇未消化：人手不足による休暇取得の難しさ 
3. 雇用形態トラブル：非正規職員の雇止めや待遇格差 
4. ハラスメント問題：保護者からのクレームや職員間のパワハラ 
5. メンタルヘルス不調：業務過多によるバーンアウト 

予防策： 

1. 労務管理の適正化： 
 

○ 勤怠管理システムの導入による正確な労働時間の把握 
○ 36協定の適切な締結と運用 
○ 変形労働時間制の検討 

2. コミュニケーション強化： 
 

○ 定期的な個人面談の実施 
○ 職員会議での意見交換の場の確保 
○ 匿名での意見箱設置 

3. 就業規則の整備と周知： 
 

○ 明確なルールの策定と共有 
○ 職員への定期的な労務研修の実施 

4. 相談体制の構築： 
 

○ 外部専門家（社労士など）との顧問契約 
○ 第三者相談窓口の設置 

トラブルの多くは初期段階での適切な対応で解決可能です。日頃からの信頼関係構築と透明性

の高い運営が重要です。 

4. 「選ばれる保育園」になるために必要な差別化ポイントは何
ですか？ 
回答： 保護者から選ばれる保育園になるための差別化ポイントとして、以下が効果的です： 

1. 特色ある保育プログラム： 
 

○ 英語・音楽・自然体験など特定分野に力を入れた独自カリキュラム 
○ モンテッソーリ教育など特定の教育メソッドの導入 
○ 地域の特性を活かした体験活動（農業体験、地域交流など） 



2. 保護者サポートの充実： 
 

○ 延長保育・休日保育など柔軟な保育時間の設定 
○ 病児・病後児保育の実施 
○ 送迎サービスの提供 
○ 保護者向け育児相談や勉強会の定期開催 

3. 情報発信の工夫： 
 

○ 日々の保育内容をアプリやSNSで共有 
○ 子どもの成長記録のデジタル化 
○ オンライン個人面談の実施 

4. 施設・設備の充実： 
 

○ 安全性に配慮した園舎設計 
○ 自然素材を使用した温かみのある空間づくり 
○ ICT機器の活用による先進的な環境 

5. 食育へのこだわり： 
 

○ 有機野菜の使用や地産地消の取り組み 
○ アレルギー対応食の充実 
○ 栄養士による食育プログラムの実施 

差別化には「何を提供するか」だけでなく、「なぜそれを大切にしているか」という理念の明確化と

発信が不可欠です。 

5. 保育園経営における収支改善のポイントは何ですか？ 
回答： 保育園経営の収支改善には以下のポイントが重要です： 

1. 収入面の改善： 
 

○ 定員充足率の向上（効果的な園見学対応、口コミ向上策） 
○ 各種加算の適切な取得（処遇改善加算、チーム保育加算など） 
○ 補助金の積極的活用（ICT化推進事業、保育環境改善事業など） 
○ 自主事業の検討（一時預かり、英語教室など特別プログラムの有料提供） 

2. 支出面の適正化： 
 

○ 人件費の適正管理（シフト最適化、業務効率化による残業削減） 
○ 複数園運営の場合の共同購入によるコスト削減 
○ 省エネ設備導入などによる光熱費削減 
○ ICT導入による事務作業効率化 

3. 業務効率化による間接的収支改善： 
 

○ 書類作成・報告業務のデジタル化 
○ タブレット端末による観察記録の効率化 
○ クラウドサービスによる情報共有の迅速化 



4. 長期的視点での投資： 
 

○ 職員教育への投資による保育の質向上 
○ 保護者満足度向上による定員充足・口コミ効果 
○ 業務効率化のためのシステム導入 

経営改善においては、「保育の質を犠牲にしない」という原則を守りながら取り組むことが持続可

能な園運営につながります。 

6. 保育園のリスクマネジメントで特に注意すべきポイントは？ 
回答： 保育園のリスクマネジメントでは以下のポイントに特に注意が必要です： 

1. 安全管理体制の構築： 
 

○ ヒヤリハット事例の収集・分析・共有の仕組み作り 
○ 定期的な安全点検と記録の義務化 
○ 事故発生時の対応フローの明確化と訓練 
○ 園内外の死角をなくす環境設計と見守り体制の強化 

2. 感染症対策： 
 

○ 感染症対応マニュアルの整備と定期的な更新 
○ 保護者との連携体制（体調不良時の連絡方法など） 
○ 職員の衛生管理研修と実践 
○ 定期的な消毒・換気の実施と記録 

3. 個人情報保護： 
 

○ 個人情報管理規程の整備と職員教育 
○ 写真・動画の取扱いルールの明確化 
○ SNS利用に関するガイドラインの策定 
○ 情報漏洩時の対応手順の準備 

4. 保護者対応： 
 

○ クレーム対応マニュアルの整備 
○ 対応記録の適切な保管 
○ 担当者の心理的負担軽減策 
○ 第三者委員会など相談体制の整備 

5. 災害対策： 
 

○ BCP（事業継続計画）の策定 
○ 避難訓練の定期実施と振り返り 
○ 備蓄品の管理と定期的な更新 
○ 保護者への引き渡し訓練の実施 

リスク管理は「起きてから対応する」のではなく、「予防と早期発見」に重点を置くことが重要で

す。 



7. 適正な理事会運営とガバナンス強化のポイントは何です
か？ 
回答： 社会福祉法人における適正な理事会運営とガバナンス強化のポイントは以下の通りです
： 

1. 理事会の適正な開催と運営： 
 

○ 定款に定められた頻度での定期的な開催（最低年4回程度） 
○ 理事定数の3分の2以上の出席確保（欠席が続く理事への対応） 
○ 事前の議案送付と十分な検討時間の確保 
○ 議事録の適切な作成と署名（理事長及び監事の署名又は記名押印） 
○ オンライン会議活用時の本人確認・議事進行ルールの明確化 

2. 理事会の権限と責任の明確化： 
 

○ 法で定められた専決事項の理解（基本財産の処分、事業計画・予算の決定等） 
○ 理事長・業務執行理事への委任範囲の明文化 
○ 理事の善管注意義務・忠実義務の周知徹底 
○ 利益相反取引の適切な管理と承認手続き 

3. 監事機能の強化： 
 

○ 理事会への監事の積極的参加の促進 
○ 監事による業務監査・財務監査の実質化 
○ 監事への定期的な業務報告体制の構築 
○ 監事の牽制機能を高める環境整備（事務局からの独立性確保など） 

4. 情報開示と透明性の確保： 
 

○ 現況報告書等の適時適切な提出と公表 
○ ホームページでの財務情報・事業報告の公開 
○ 役員報酬基準の明確化と公表 
○ 第三者評価の受審と結果の公表 

5. 内部統制の整備： 
 

○ 権限規程・稟議制度等の整備 
○ リスク管理体制の構築（コンプライアンス・事故対応等） 
○ 内部通報制度の整備 
○ 経理規程の整備と遵守状況の確認 

6. 理事の多様性と専門性確保： 
 

○ 財務・法務・福祉等の専門性を持つ理事の登用 
○ 地域の関係者や福祉サービス利用者などの多様な視点の取り込み 
○ 理事に対する研修機会の提供 
○ 理事の選任プロセスの透明化 

適切なガバナンス体制は単なる法令遵守だけでなく、法人の持続可能性と保育サービスの質向

上にも直結する重要な要素です。形式的な運営にとどまらず、実質的に機能する仕組みづくりを

進めることが大切です。 



8. 保育園のICT化を進める際の優先順位と注意点を教えてくだ
さい。 
回答： 保育園のICT化を進める際の優先順位と注意点は以下の通りです： 

優先順位（段階的導入の目安）： 

1. 業務効率化の基盤整備： 
 

○ Wi-Fi環境の整備 
○ 基本的なPC・タブレット端末の導入 
○ クラウドストレージの活用による情報共有 

2. 保護者とのコミュニケーション強化： 
 

○ 連絡帳アプリの導入 
○ 欠席・遅刻連絡のデジタル化 
○ お知らせ配信システムの活用 

3. 園児管理の効率化： 
 

○ 登降園管理システム 
○ 午睡チェックシステム 
○ 健康観察記録のデジタル化 

4. 保育記録の効率化： 
 

○ 児童票・発達記録のデジタル化 
○ 写真・動画記録の整理・保管システム 
○ 指導計画作成支援ツール 

5. 事務作業の効率化： 
 

○ 勤怠管理システム 
○ 会計・経理ソフトの導入 
○ 備品管理システム 

注意点： 

1. 段階的導入の重要性： 
 

○ 一度にすべてを導入せず、優先度の高いものから段階的に 
○ 職員の習熟度に合わせたペース配分 
○ 導入効果の検証と改善のサイクル確立 

2. 職員研修の充実： 
 

○ 年齢層に配慮した研修プログラムの実施 
○ ICT担当者の育成と権限委譲 
○ マニュアル整備と定期的な振り返り 

3. セキュリティ対策： 
 



○ 個人情報保護のためのセキュリティ教育 
○ パスワード管理の徹底 
○ アクセス権限の適切な設定 

4. 保育の本質との両立： 
 

○ ICTに頼りすぎない運用方針 
○ 対面コミュニケーションの価値の再確認 
○ 「効率化で生まれた時間を保育の質向上に使う」という意識の浸透 

ICT化は「目的」ではなく「手段」であることを常に意識し、「何のために導入するのか」という問い
に明確に答えられる形で進めることが成功の鍵です。 

9. 今後の保育園経営で特に注意すべき法改正や制度変更に
はどのようなものがありますか？ 
回答： 保育園経営において注意すべき主な法改正・制度変更には以下があります： 

1. こども家庭庁関連の制度改革： 
 

○ こども家庭庁の設置に伴う補助金体系の見直し 
○ こども基本法に基づく新たな政策展開 
○ こども大綱に示された方針への対応 

2. 処遇改善に関する制度変更： 
 

○ 保育士等処遇改善加算の要件変更 
○ キャリアパス要件の厳格化 
○ 賃金引上げに関する公定価格への反映状況 

3. 働き方改革関連法の影響： 
 

○ 同一労働同一賃金の完全適用 
○ 時間外労働の上限規制の厳格化 
○ 有給休暇取得の義務化強化 

4. 保育の質の評価と情報公開： 
 

○ 第三者評価の義務化拡大 
○ 情報公開制度の強化 
○ 質に関する新たな指標の導入 

5. 保育所保育指針の改定動向： 
 

○ 定期的な指針改定への対応準備 
○ 特に配慮が必要な児童への対応強化 
○ デジタル化時代の保育内容見直し 

6. 少子化対策としての保育制度変更： 
 

○ 出生率低下に伴う定員政策の変更 
○ 地域の実情に応じた機能拡充の要請 
○ 多機能型施設への転換支援 



最新情報を継続的に収集するため、以下の情報源を定期的にチェックすることをお勧めします： 

● 厚生労働省・こども家庭庁のホームページ 
● 全国保育協議会などの団体の会報・セミナー 
● 地域の自治体からの通知 
● 顧問社労士・会計士からの情報提供 

制度変更に対しては、「対応に追われる」のではなく「先を見据えた準備」の姿勢が重要です。 

10. 職員のモチベーション維持・向上のための効果的な取り組
みは何ですか？ 
回答： 職員のモチベーション維持・向上には以下の取り組みが効果的です： 

1. キャリア開発支援： 
 

○ 明確なキャリアパスの提示 
○ 個別の成長目標設定と定期的な振り返り 
○ 外部研修参加の奨励と費用負担 
○ 園内研修の充実と学びの共有機会の創出 
○ 専門性を高める資格取得支援制度 

2. 適切な評価と報酬： 
 

○ 公平で透明性の高い人事評価制度 
○ 頑張りを認める表彰制度 
○ 能力・役割に応じた手当の設定 
○ 特別なスキルや貢献に対する報奨金制度 

3. 働きやすい環境づくり： 
 

○ ワークライフバランスへの配慮 
○ 業務効率化による負担軽減 
○ 休憩場所の充実 
○ 職員間の相互サポート体制の構築 
○ メンタルヘルスケアの充実 

4. 組織文化・風土の醸成： 
 

○ 理念・ビジョンの共有と浸透 
○ 職員の意見を尊重する風土づくり 
○ チームビルディング活動の実施 
○ 成功体験の共有と称賛の文化 
○ 失敗を責めず学びに変える組織風土 

5. コミュニケーションの活性化： 
 

○ 定期的な個人面談の実施 
○ 理事長・園長との直接対話の機会 
○ 職員の提案制度の導入 
○ 部門間の交流促進 



モチベーション向上には「外発的動機付け」（給与・待遇など）と「内発的動機付け」（やりがい・成

長実感など）のバランスが重要です。特に保育士は「子どもの成長に関われる喜び」という内発

的動機が強い傾向があるため、その実感を高める取り組みが効果的です。 
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